
地域就職氷河期世代支援加速化交付金を活用した広域型支援事業
中核となる都道府県や主要市等がまとめ役となり、複数の自治体と連携して事業を行うことで、より多くの

自治体において就職氷河期世代への支援が可能となるため、効果的・効率的な事業の実施が期待できる。

事業連携タイプ

就職氷河期世代への支援

〇 各自治体がそれぞれの地域の実情に応じた事業を展開し
つつ、情報提供・広報の面で連携

〇 各市区町村は県（プラットフォーム）に情報を提供
〇 各自治体は支援対象者をそれぞれの事業へ誘導
〇 各自治体それぞれの事業として整理
〇 交付金計画・成果報告書・実施状況確認等は各自治体に

おいて作成

一体的実施タイプ

〇 各市区町村を跨いだ広域で事業展開
〇 中核となる自治体が取りまとめ。1事業として整理
〇 地域の事業に合わせ、柔軟な方法で県（プラットフォー

ム）に情報を提供
〇 交付金計画・成果報告書・実施状況確認等は取りまとめ

の自治体において作成

〇 交付金の交付申請・実績報告・精算請求は各自治体で実施
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